
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通巻１31 号 ２０１５．４        第２１回地域関連研究発表会 

豊橋技術科学大学、愛知大学、豊橋創造大学、愛知工科大学の学生による地域に関連深い研究成果の発表会を平成 27年 3月 19日（水）

に豊橋商工会議所4階で開催した。発表者は8名、44名の行政・企業・市民の方々が聴講した。 

 

 １.「非線引き都市におけるＤＩＤ縮小区域の発生状況と土地利用特性に関する研究」・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

原 な つ み 氏   (豊橋技術科学大学大学院 建築・都市システム学専攻修士 2 年) 

 ２.「広域圏の設定の在り方に関する基礎的検討 

－社会経済的指標をベースとした圏域に地理的・歴史文化的指標を考慮した圏域設定の試み－」・・・・・・・３ 

  宮 地 祐 基 氏  (豊橋技術科学大学大学院 建築・都市システム学専攻修士 2 年) 

 ３.「臨海工業団地における企業防災活動について（三河港を事例として）」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

   竹 内 裕 太 氏 （愛知大学 地域政策学部地域政策学科まちづくりコース 4 年）   

 ４.「越境地域とマスメディアに関する研究（中部圏の新聞社を対象として）」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

   待 場 祐 貴 氏 （愛知大学 地域政策学部地域政策学科まちづくりコース 4 年） 

 ５.「地域の食品スーパーのこだわりから導く生き残り戦略」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 安 藤 祐 輝 氏 （豊橋創造大学 情報ビジネス学部キャリアデザイン学科 4 年） 

 ６.「ロジスティクス・システムに関する実証的研究―㈱物語コーポレーションを事例に―」・・・・・・・・・・・・・７ 

 山 田 十 五 氏 （豊橋創造大学 情報ビジネス学部キャリアデザイン学科 4 年） 

 ７.「デジタルコンテンツを活用した地域活性化」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

   伊 藤 亮 佑 氏 （愛知工科大学大学院 工学研究科博士前期課程 1 年） 

８.「陸上アワビ養殖見える化システム」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

佐 藤 拓 也 氏（愛知工科大学 工学部情報メディア学科 4 年） 

 
★各大学のコメンテーター 
  豊橋技術科学大学 建築・都市システム学系        准教授 浅野純一郎先生  

  愛知大学     地域政策学部地域政策学科        教授 戸田敏行先生 

  豊橋創造大学   経営学部経営学科            教授 川戸和英先生 

  愛知工科大学   工学部情報メディア学科         教授 宇野新太郎先生 

 

★地域関連研究発表会 

（発表者の方々、コメンテーターの先生方）  

 左から 

佐藤拓也さん、宇野新太郎先生、伊藤亮佑さん 

山田十五さん、川戸和英先生、安藤祐輝さん 

待場祐貴さん、戸田敏行先生、竹内裕太さん 

宮地祐基さん、浅野純一郎先生、原なつみさん 
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【非線引き都市における DID 縮小区域の発生状況と土地利用特性に関する研究】 

豊橋技術科学大学大学院 建築・都市システム学専攻 

修士 2 年 原 なつみ 

人口減少局面を迎えた日本では、急速な都市縮小やリバース・スプロールが確実視され

ている。同時に、それに備えた市街地縮小型都市計画の確立が求められており、今後は、

都市の縮小化を計画的に進める上で、いかに効率的かつ経済上の諸要件を満たし、更に、

より上質な機能的都市を形成できるかが問われ、都市整備上及び土地利用制度上の課題と

されている。本研究では、市街地縮小型都市計画確立に先駆け、都市縮小現象の実態を明

らかにする意図から、実質的な市街化範囲を示している DID に着目し、2005 年と 2010 年

の国勢調査の間に DID が縮小したエリア（DID 縮小区域）について分析を行い、その発生

状況や地理的特性等から都市縮小現象の一端を明らかにすることを目的とする。加えて、

典型事例を抽出し、その発生要因を明らかにすることで市街地縮小型都市計画の基礎的研

究とすることを目的とする。 

本研究は二部で構成されている。第一部では、2005 年から 2010 年にかけて DID 人口及

び DID 面積が減少した都市を把握し、①全国レベルでの DID 縮小区域の発生状況とその特

性を明らかにした後、DID 面積が減少した都市を対象として、②ひとつの DID 縮小区域で

概ね 3ha 以上のものについてその地理的特性からパターン分類を行った。更に、④DID 面

積が合計 5ha 以上減少した都市に対してアンケート調査を実施し、各 DID 縮小区域の実態

と発生問題、リバース・スプロールに対する認識等について明らかにした。 ただし、本

研究ではより小規模な都市が含まれる非線引き地方都市について見ていくものとする。第

二部では、非線引き都市の DID 縮小区域の発生要因を探るため、また、各都市の都市計画

制度や方針が都市縮小現象に与える影響を探るため、DID 縮小区域を持つ都市の典型事例

を抽出し、その場所的特性や用途地域指定経過等との関係について見た。対象となった都

市はそれぞれ、富士吉田、土岐市、亀山市、津山市の計 4 都市であったが、ここでは東海

地方における事例である土岐市と亀山市について見ていく。ケーススタディは、対象各都

市の担当課へのヒアリング調査や各種都市計画資料調査、現地調査を行った。 

DID 縮小区域を都市縮小現象の一端であると仮定し、その全国的な発生状況を見た結果、

DID 縮小区域は全国的に発生しており（人口減少:58.8％、面積減少:26.6%）、その進行度合

いは非線引き都市においてより深刻である（人口減少:78.5％、面積減少:37.9%） ことがわ

かった。また、各自治体も DID 縮小区域をリバース・スプロールの一部として認識してお

り、ここでも非線引き都市においてより緊急度の高い問題に至っている都市が顕著に見ら

れた。また、DID 縮小区域の発生要因については、場所的特性や開発行為（土地区画整理

事業、開発許可案件、大型小売店）箇所、または、用途地域の指定や白地地域における住

宅供給などのいずれかを原因として発生していることがわかった。今後は、富士吉田市、

津山市についても同様の調査を進め、加えて、各 DID 縮小区域空き家発生状況や居住環境

等から、DID 縮小区域の実態についても明らかにすることが課題である。 
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「広域圏の設定の在り方に関する基礎的検討 

―社会経済的指標をベースとした圏域に地理的・歴史文化 

的指標を考慮した圏域設定の試み―」 

豊橋技術科学大学大学院 

工学研究科 建築・都市システム学専攻 修士 2年 

宮地祐基氏 

1．はじめに 

 人口減少・少子高齢化は中山間地域において生活の質の低

下をもたらし、生活の質の低下がさらなる人口減少を始めと

した問題を引き起こしている。自治体がこれらの問題に対処

しようとしても、人口減少が加速していることで財政状況も

悪化している為、一つの基礎自治体での対処は難しいと思わ

れる。 

一つの基礎自治体では対処出来ない広域的な課題を対処

するために広域圏の設定、自治体間の連携の実施、自治体間

の連携を調整する広域ガバナンスの構築などが実施されて

いるが、総務省の定住自立圏構想をはじめ現在取り組まれて

いる広域連携では対処できていない自治体が存在する。その

ため、広域的な課題を抱える自治体への対応に優れた広域圏

の設定方法を考える必要がある。 

本研究では広域的な課題に対応することに優れた広域圏

の設定の在り方について示唆を得るため、圏域検討の際に用

いる指標の検討、それらを用いた広域圏の設定を試みる。  

2．広域圏計画の変遷と圏域設定の考え方の整理 

本節では圏域設定の基本的な考え方を整理するため、

文献調査からこれまで日本で実施されてきた広域圏計

画と広域圏の概要について整理した。その結果、圏域

の中心となる都市(中心都市)とその中心都市の周辺に

位置する市町村(所属市町村)からなる広域圏の構成を

基本とし、所属市町村に用いる設定条件は社会経済

的・地理的・歴史文化的要因の 3 要因とした。 

3．広域圏の設定条件の検討 

 広域圏の設定条件を仮に定めるため、中心都市と所属市町

村について圏域設定に用いる具体的な指標と、設定した圏域

を評価する指標を検討した。  その結果、中心都市を設定

する指標は人口規模・昼夜間人口比率とし、所属市町村を設

定する指標は通勤通学割合とした。そして設定した圏域を評

価する指標は交通利便性・自治体の消滅危険性・自治体の合

併状況・地形情報とした。 

4．圏域設定の試みと定住自立圏実施状況を用いた分析 

本節では、3 節で検討した広域圏の設定条件を用いて広域 

圏の設定の在り方について示唆を得るため、東海エリアと中

国エリアを対象地域としてケーススタディを試みた。第一に、

現在取り組まれている定住自立圏構想実施状況と課題を把

握した。その結果圏域設定の条件に当てはまらずどの圏域に

も所属できない市町村(未所属市町村)が集中する地域が複数

存在することが分かった。 

その成果と 3 節での検討をもとに、中心都市と所属市町 

村の条件を設定して広域圏を設定するケーススタディを行

った。両エリアのケーススタディ実施例を図 1、図 2 に示す。

その結果、どの中心都市に対しても通勤通学割合が低い市町

村が集中している地域が複数存在することが分かった。その

要因として若年女性の流出が激しいと予想され自治体の消

滅危険性が高いこと、標高が高いといった地形状況が悪いこ

と、国道が通っていない等交通利便性が悪いことが考えられ

る。 

このケーススタディの結果から、中心都市の人口規模の基 

準を 5万人から 3万人に下げてもう一度ケーススタディを行

った。結果、東海エリアと中国エリアで小規模圏域の形成数

など広域圏の形成のされ方に大きな差が生まれた。特に中国

エリアは、前回のケーススタディでは中心都市間の距離が大

きかったこともあり、中心都市の人口規模の基準を下げて出

来た中心都市が形成する圏域が多数発生した。このことから、

中心都市の人口規模の基準を階層的に複数設けることで、形

成される広域圏の規模にも階層性が生まれ、広域圏の規模ご

とにそれぞれ役割を与えることが考えられる。 

5．おわりに 

本研究では広域的な課題を対処することに優れた広域圏 

の設定条件についてどのような指標を用いるか検討し、圏域

設定の在り方を考えることを目的に、社会経済的・地理的・

歴史文化的要因を方針として圏域の設定条件を検討した。そ

して圏域設定とケーススタディの分析の視点に 3 要因の指

標を用いて、階層的な広域圏設定の在り方と未所属市町村に

関する示唆を得た。 
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図 1 東海エリア+長野県 ケーススタディ実施例 

中心都市 ( 人口 5 万人以上 )

未所属市町村

平成 12 年度　 行政区域

通勤通学割合最大値の中心都市

( 人口 5 万人以上 ) に所属する市町村

県境

国道 鉄道

N

2 0km

図 2 中国エリア ケーススタディ実施例 

中心都市 ( 人口 5 万人以上 )

未所属市町村

平成 12 年度　 行政区域

通勤通学割合最大値の中心都市

(人口 5 万人以上 ) に所属する市町村

県境

国道 鉄道
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臨海工業団地における企業防災活動について 

（三河港を事例として） 

愛知大学 地域政策学部 4 年  

戸田ゼミナール 竹内裕太 

１．研究の背景と目的 

臨海部工業団地には多くの企業が集積しており、単独企

業の事業継続性計画（ＢＣＰ）だけでは十分な災害対応が

出来ない。また、臨海部工業団地は工業専用地域で居住者

がないことから、地域防災計画での対応が十分に行われて

いない。このため立地企業が連携し、自主的に行う団地Ｂ

ＣＰの取り組みが必要と考えられる。三河港明海工業団地

では、工業団地ＢＣＰ立案を目的とした防災活動が先駆的

に行われており、その活動は防災白書に取りあげられてい

る。工業団地は多くが臨海部に設置されており、先行する

事例の取り組みを明らかにし、防災取り組みを促進するこ

とが重要である。 

２．研究対象 

明海工業団地は、豊

橋市の臨海部に位置

し、デンソー、フォル

クスワーゲンを含ん

だ 122 社が立地し、

面積は６５９ｈａで

ある。 工業出荷額は

豊橋市の４６％を占

める約５４００億円

で、就業人口は２７％を占める約 1 万人となっている。 

３．研究の目的 

 研究の目的は、①明海工業団地の開発史の特徴から防災

体制構築の背景を明らかにする、②防災調査・活動の経緯

から明海工業団地防災活動の全体像を明らかにする、③事

業所防災体制・防災活動の評価・防災活動による企業間の

繋がりをアンケート調査し、防災活動の評価・効果を明ら

かにすることである。 

４．明海工業団地の開発史から見た特徴 

明 海 工 業

団地は官民協

調により開発

され、経済状

況の変化によ

って柔軟な対

応がなされて

いる。また自

治会も形成されており、立地企業の労働環境整備や企業間

の交流促進、周辺地域への社会貢献などを行っている。こ

うした活動が基盤となり防災連絡協議会という防災活動

に対し自主的な活動を行う組織が形成されている。 

５．明海地区の防災活動の全体像 

アンケートによる状況の把握、情報の共有、訓練の計

画・実施、その後のより詳細な訓練に発展する、という防

災活動の段階的な発展がある。また、防災調査のために研

究会も組織

されている。

明海地区に

おいての検

討から段階

的に地域の

広がりを見

せており、現在では三

河港全体での検討に至

っている。 

６．防災活動の効果と評価 

明海地区のＢＣＰの策定数は近年増加しており、防災意

識は向上している。一連の防災活動についても 9 割の企業

が評価をしており、活動の評価は極めて高い。また防災活

動を通して

防災面、非防

災面の両方

で企業のつ

ながりが確

認される。特

に、防災活動

を契機とし

た新規取引

も確認でき、

防災活動から

日常の企業活

動に展開している。 

７．今後の臨海部工業団地防災体制構築への知見 

１）活動の基盤となる全体を統括する自主組織が必要。 

２）行政との連携が団地防災に必要。 

３）問題の抽出、活動の計画、実施のために情報の共有が

重要。 

４）業種、規模によって異なる防災体制、意識の差を補完

するための関係を形成していくことが必要。 

５）防災活動と日常業務を結びつけることで防災活動の日

常化を図ることが必要。 

図 1 明海工業団地の位置 

図２ 明海工業団地開発の特徴

図４ 防災面以外での企業のつながり

図３ 防災活動の全体像
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越境地域とマスメディアに関する研究（中部圏の新聞社を対象として） 

愛知大学 地域政策学部 まちづくりコース４年 戸田ゼミナール 待場祐貴 

1.研究の背景と目的 

県境を跨いだ越境（県境）地域形成では、当該地

域住民への県境を越える情報提供が重要である。し

かし代表的な地域メディアである新聞も県境で分断

される傾向にある。本研究では全国的な新聞の配布

エリアについて概観し、中部圏を対象として、新聞

社の情報収集活動や情報提供活動における県境地域

の意識を明らかにする。 
2．研究方法 

県境地域形成が進展している愛知・静岡・長野県

境地域（三遠南信地域）に関連するブロック紙、県

紙、地域紙を対象に、県境支局アンケート調査及び

インタビューを行った。 

3．全国の新聞社の概要 

2014 年現在、日本新聞協会に加盟している新聞社

（通信社も含む）は、108 社である。全国紙の普及

率は関東で高く、中部や九州などの地方では県紙や

ブロック紙の普及率が高い（表 1）。 
表 1 都道府県別普及率上位 3紙 

県境に接した自治体に立地する総局・支局数はブ

ッロク紙全体では 47％となる。新聞別にみると、１

県で構成される北海道新聞を除いて、県境比率は高

く中日新聞で 82％、西日本新聞 59％である。こうし

た状況から、県境を越える情報の有用性が考えられ

る。 

表 2 ブロック紙における県境総局・支局 

 

3．県境地域に対する新聞社の意識 

ブロック紙の７割、県紙の６割は県境地域に関す

る掲載記事があると回答している。 

3.1 県境地域の記事を掲載する必要性 

ブロック紙は「歴史的つながりがあるから」、「生

活圏が一体になっているから」、県紙では「経済的つ

ながりがあるから」、「生活圏が一体になっているか

ら」が多く、県紙では「将来必要な情報になってく

るから」も示される。また、記事を掲載しない理由

では、ブロック紙は「掲載するスペースがないから」、

「地域の繋がりを感じないから」、県紙は「取材する

時間や費用に余裕がないから」、「会社の営業範囲で

はないから」と差異を示している。 

図１県境地域の記事を掲載する理由  

3.2 新聞社に期待される役割 

ブロック紙も県紙も、「新聞記事での県境地域の情

報提供」が必要であるとしているが、その他の項目

では、「県境を越える人脈形成」、「地域住民との交流」

が多く、特に県紙では「県境を越える人脈形成」や

「他新聞社との交流」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 新聞社に期待される役割 

また、重視している分野では、ブロック紙・県紙

共に、現在は「地元・地域の出来事」、「地方政治」

であるのに対して、今後は「経済」、「企業情報」が

高くなっている。 

4．おわりに 

実際に記事を掲載していくための方策検討が必要

であり、県外のイベント情報や防災情報を定期的に

掲載することが必要だと考えられる。 

3位

新聞名 普及率（％） 新聞名 普及率（％） 新聞名 普及率（％）

埼玉県 読売 33.66 朝日 19.46 毎日 8.30

千葉県 読売 31.83 朝日 19.69 毎日 6.78

東京都 読売 19.44 朝日 16.95 日本経済 8.85

神奈川県 読売 25.44 朝日 22.94 日本経済 6.76

長野県 信濃毎日 56.29 読売 7.30 朝日 6.62

岐阜県 中日 48.26 岐阜 22.30 朝日 7.10

静岡県 静岡 43.33 中日 8.86 朝日 6.81

愛知県 中日 52.76 朝日 7.68 日本経済 4.41

三重県 中日 40.73 朝日 14.79 毎日 9.38

福岡県 西日本 24.75 読売 16.66 毎日 13.19

佐賀県 佐賀 43.07 西日本 15.01 読売 8.83

長崎県 長崎 28.93 西日本 10.31 読売 10.06

熊本県 熊本日日 41.26 読売 7.07 朝日 4.77

大分県 大分合同 40.26 読売 11.07 朝日 8.99

宮崎県 宮崎日日 41.05 朝日 7.00 読売 6.26

鹿児島県 南日本 40.90 読売 3.81 朝日 2.73

沖縄県 琉球新報 27.22 沖縄タイムス 26.75 日本経済 0.96

中
部

都道府県名

九
州

1位 2位

関
東
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「地域の食品スーパーのこだわりから導く生き残り戦略」 

豊橋創造大学 

情報ビジネス学部 キャリアデザイン学科 4 年 

安藤祐輝 

1.はじめに 

3 年次のプロジェクト活動で、地域スーパーの PB 戦略に

ついて研究を進める中で、地域に貢献し、消費者のことを大

切に考える「サンヨネ」というスーパーに関心を持った。現

在の大型スーパーの地方進出やグループ化が進む業界におい

て、地域のスーパーが今後も残り続け、役割を果たしていく

ためには何が必要なのかをテーマとした。 

2.スーパーマーケット業界の動向 

スーパーマーケットは総合スーパーと食品を中心に扱う

食品スーパーとに分けられる。本稿ではこの食品スーパーに

焦点を当てていく。 

現在の流通構造は、製造業主導型から小売業主導型に代わ

ってきており、小売の市場支配力が強くなり、小売側の商品

開発が積極的に取り組まれるようになった。特に、2000 年以

降その傾向が顕著となり、PB 商品競争時代に突入している。 

その結果、NB および PB 商品をめぐるスーパー業界の競

争は下図の通りである。 

 

3.食品スーパーの動向と地域スーパーの役割 

 小売業の年間売上高（平成 19 年）の業態別割合を見てみ

ると、専門店、中心店、専門スーパーで約 77％を占めている。

専門スーパーのうち、72％を食品スーパーが占めている。食

品関係に限定してみると、食料品専門店は全体の 5.4％、食

料品中心店は同 4.8％に対し、食品スーパーは全体の 12.7％

を占めており、食料品に関する食品スーパーのウエイトが著

しく高いことが分かる。 

食品スーパー市場の競合関係をまとめると次の通りとな

る。 

 

3.サンヨネの販売商品に対する理念 

サンヨネでは、安心でおいしくて健康に値する食品の提供

を目指し、サンヨネのコンセプトに共感する生産者などとの

共同開発を行っており、「ハートマーク商品」を開発している。 

 そういった理念で、規模拡大よりも地域密着型スーパーを

目指すのがサンヨネである。 

地域で独自にがんばっているサンヨネの戦略をまとめる

と、3 つのことが挙げられる。 

①食品スーパーとしてのこだわりを強く持ち、実行すること。 

②生産者と流通業者が共存することで、より良い生産環境を

作り出し、消費者が満足できる形を実現すること。 

③消費者もメーカーも小売も「安心・安全」を求める動きが

強まり、信頼できる地域のスーパーであること。 

4.今後の課題 

 地域のスーパーについて調査を進めた結果、地域密着型ス

ーパーであるサンヨネについての課題として、 

・顧客が入りやすい明るい店舗への整備 

・ロジスティクスシステムの整備（店舗納品への仕組みの見

直し、商品供給力の充足）を図り、通販もできる体制の準備

をする 

・NB とハートマークの差別化のない陳列の仕方 

・ハートマーク商品に賛同してくれるメーカーとの連携拡大 

・ハートマーク商品に賛同してくれる農家との連携拡大 

・顧客から販売人に「ありがとう」と言ってもらうサンヨネ

の食文化の徹底 

・若者にも魅力あるハートマーク商品の開発 

・サンヨネの理念、食の安全、環境に貢献する食品の提供の

発信 
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「ロジスティクス・システムに関する実証的研究 

―物語コーポレーションを事例に―」 

豊橋創造大学 情報ビジネス学部 キャリアデザイン学科 

４年 山田十五 

 

1.はじめに 

 筆者は、ゼミを通してこれまでロジスティクスに関する文

献調査を行い、理解力や分析力などの習得に努めてきたが、

座学だけでは十分に達成できないと考え、3年次における「プ

ロジェクト演習」を通し実践的な知識を深めるため実態調査

を行った。実態調査を行うにあたり、株式会社物語コーポレ

ーションが、外食産業全体では低調にもかかわらず、成長し

続けていることが分かり、対象企業として選定した。 

2.調査対象企業の概要 

・ 創業：1949 年（昭和 24 年）12 月 

・ 設立：1969 年（昭和 44 年）9月 

・ 本社所在地：豊橋市西岩田 5-7-11 

・ 代表者：取締役会長小林佳雄 

取締役社長加治幸夫 

・ 資本金：11 億 7,609 万円  

・ 売上高：15,745 百万円（2011 年 6 月期） 

・ 店舗数：230店舗（直営店99店舗、FC店131店舗・2012.1.31

現在） 

3.ロジスティクスの役割と機能 

「ロジスティクスとは、目標の実現、計画運用を支援するた

めの技法であり科学であって、要求軸、設計、資源の供給と

維持に関するマネジメント、エンジニアリングおよび技術的

活動のためである。」つまり、商品設計から始まり、製造、市

場へ供給するまでをプロダクト・ライフサイクルと考え、そ

のサイクル全体をマネジメントするものと考える。 

 すでに述べたように、ロジスティクス・システムは、個別

の製品の供給か、それを支えるシステムであるにもかかわら

ず、ある経営目標に対する管理の活動であり、その活動を効

率的に行うための仕組みである。具体的には、顧客（製造業

および卸売業では買手、小売業では店舗でありまた消費者）

に対して「必要な時に、必要なものを、必要なだけ」提供(供

給)する仕組みを構築することがロジスティクスである。 

4.物語コーポレーションのロジスティクス・システムの現状 

 以下、店舗発注から店舗納品までの情報の流れと納品から

出荷までのものも流れを図に示す。 

 図 1店舗発注から店舗納品までの「情報」の流れ 

 

図 2 『KRS』から各店舗納品および『KRS』への入荷まで

の「モノの流れ」 

5.㈱物語におけるロジスティクス・システムの役割と機能 

①  店舗マネジャーの采配で、品切れ品目を起こさないよ

うに売れるだけの食材等を仕入れるようにしており、食

材の安定供給と機会損失を最小限に抑えている。 

② リードタイムを 2 日に設定し、在庫に余裕を持たせ、品

切れ率 0％を目標に売上増大に貢献している。また、店

舗への食材納品は翌日分の納品であり、緊急納品の頻度

もほぼ週 1回程度済んでいる。 

③ 保管、荷役、配送の温度帯管理や賞味期限管理、出庫期

限管理などにより、品質の保持が図られている（コール

ドチェーン・システムの確立）。リードタイムよりも『品

質保持』を大事にしている。 

④ 週 3 日納品から 6 日納品に変更したことにより店舗在庫

スペースの削減を図り、そのスペースを客席スペースの

増大に結びつけた。 

⑤ 出荷準備は翌日使用する食材の配送であり、センター内

作業に余裕ができ、センター内での夜間作業を発生させ

ていない。また、冷凍庫内作業も短時間交代作業により、

体調管理もしっかり行われている。 

⑥ 店舗から送られてくる発注データを集約し、一括発注に

よる仕入コストの削減を図っている。 
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デジタルコンテンツを活用した地域活性化 

愛知工科大学大学院 工学研究科 

加藤研究室 伊藤亮佑 

 

１．はじめに 

 今日，地域活性化のために地域の人々が企業や大学

と連携し，強みとなる技術を利用して盛り上げようと

いった取り組みが多く行われている.本学の所在する 

蒲郡市には，中央通り発展会をはじめとした，７つの

発展会で形成される蒲郡商店街があるが，商店街の活

性化のためのごりやく市が開催されるようになって，

平成26年9月に10周年を迎えた．10周年という節目

に商店街の魅力を新しい方法で伝え盛り上げようと，

プロジェクションマッピングとスマートフォンゲーム

（以下スマホゲーム）を制作して出展した． 

 また廃線問題にある西尾蒲郡間を運行する名鉄線を

存続させるために，「赤い電車応援団」が利用促進活動

を行っているが，その活動を盛り上げるために平成27

年2月に，生命の海科学館でプロジェクションマッピ

ングを制作して上映した. 

 

2.福寿稲荷ごりやく市への出展 

①平成26年9月の出展内容 

(1)プロジェクションマッピング 

商店街のマスコットキャラクターこんきちが,ごり

やく市を楽しく紹介するストーリーで，そのこんきち

が住んでいると言われる中央通り商店街北西に位置す

る薬證寺のほこらをイメージした背景スクリーンと，

鳥居をイメージした前面スクリーンに投影するもので

ある． 

(2)スマホゲーム 

こんきちが商店街をめぐり，各店舗に入店するとそ

れぞれ固有のクイズが出題され，正解に応じてポイン

トが獲得できるスマートフォンを利用したゲームであ

る．ポイントはごりやく市本部にて景品と交換ができ

る． 

 

②平成27年11月の出展内容 

11 月はプロジェクションマッピングのみの出展で,

こんきちが世界各地、時間を飛び越えてさまざまな時

代へ大冒険するという内容へ変更した.これは，9月の

ごりやく市に出展した際に家族連れや小学生グループ

が鑑賞者の 9 割を占めていたからである.さらにこん

きち型スクリーンを新たに作成し組み込むことで,こ

んきちの服装・容姿を映像によって変化させることが

できるようになった. 

 

図1 11月の出展内容の映像 

 

3．赤い電車応援プロジェクションマッピング 

平成27年2月21日（土）生命の海科学館で，名鉄

西尾・蒲郡線を応援する「赤い電車応援プロジェクシ

ョンマッピング」を上映した.上映内容は電車をイメー

ジしたスクリーンに，蒲郡で活躍するマスコットキャ

ラクター達が乗車したり，沿線の風景が移り変わって

いくというものである.電車正面の窓には運転手役の

子供たちの顔も映しだすようになっていて,参加型の

楽しめる内容とした. 

 

 

図2 プロジェクションマッピング上映中のようす 

 

4.まとめ 

 プロジェクションマッピングは，上映中に歓声があ

がったり，上映後には仕組みに関する質問がされるな

ど，どの年齢層の方からも関心が高く大変好評であっ

た．スマホゲームは，中学生などの活用世代には実店

舗へ誘導できる「OtoO（Online to Offline）」の可能

性を感じることができた． 

 赤い電車応援プロジェクションマッピングでは実際

に運転手として映し出される自分の姿に驚いたり，上

映回数を重ねるごとに多くの応援メッセージが電車型

スクリーンに貼られ，応援気分が大変盛り上がった. 

 商店街からの継続的な出展依頼や地域の各種イベン

トへの参加の申し出なども多くある.今後も新しいコ

ンテンツを活用して,地域への貢献を研究室として継

続していきたい. 
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あらまし 

現在、愛知県の天然あわびの漁獲量は最盛期の１／３

となっている。原因として自然環境の変化や人為的影響

が考えられているが、資源の大幅な回復を実現するのは

困難な状況である。そこで養殖あわびの検討が進められ

ているが、海上での養殖では、台風や赤潮といった自然

現象の影響を受け、安定的に出荷できないなどのリスク

を抱えている。こうしたリスクを回避し安定的に養殖を

可能とするため、蒲郡市においてあわびの陸上養殖プロ

ジェクトが発足した。 

本研究では、この陸上あわび養殖において、関係者同

士の情報共有をより簡便にする「見える化システム」を

構築した。 

 

１．課題 

 陸上あわび養殖では、水温やpH等、日々観測されるデ

ータを記録している。ただ、データは遠隔地から見るこ

とはできず、現地に赴く以外データを見ることはできな

い。また、観測データが基準値を超えた場合でも、関係

者が状況を把握するのに非常に時間がかかる場合も起こ

り得る。そこで宇野研究室では関係者間で情報共有をよ

り簡便に行うため、ネットワークを用いた「見える化シ

ステム」を構築する。 

 

2．研究目的 

 「見える化システム」の目的は遠隔地からであっても、

現在のあわびの状態を数値やグラフによって容易に把握

することを可能にすることである。 

 

3．システム構成 

 観測記録入力補助アプリケーションでは、入力された

内容をデータ(以下、観測記録データ)としてファイルに

保存し WEB サーバへ送信する。WEB サーバでは観測記録

データを読み込み、必要があればデータベースを更新す

る。閲覧者がWEBページへアクセスしグラフ等、観測記

録に関するページを閲覧する場合、データベースから必

要な情報を呼び出しWEBページとして閲覧者に送信する。 

 

 

 

 

 

 

番号 構成要素名 

① 観測記録入力補助アプリケーション 

② WEBサーバ 

③ 閲覧者 

図1．システム構成図 

 

 

 

4.研究内容 

4-1．観測記録入力補助アプリケーション 

観測記録入力補助アプリケーションは、観測記録デー

タをWEBサーバへ送信する役割を持つ。現在、水温等を

自動計測する既存システムが存在するが、現状では全て

の項目に対して手入力で行う必要がある。しかし、この

アプリケーションは既存システムと同じプログラミング

言語VBで作成しており、来年度以降に予定されているシ

ステム統合を円滑に進める事ができるような設計になっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 観測記録入力補助アプリケーション 

 

4-2．WEBサーバ 

 WEB サーバは主に閲覧者からのアクセスを受け対象の

ページやグラフを表示する。本研究ではレンタルサーバ

を使用し、言語にPHP、グラフ生成にはGoogle Chart API

を使用している。 

WEB サーバ内のデータを常に最新にするため、観測記

録データ受信完了後に更新を行っている。更新のための

処理はシェルスクリプトによってバッチ処理が行う。実

際の動作上では、観測記録入力補助アプリケーションが

更新用PHPを実行するページをリクエストする。すると

PHPからシェルスクリプトが実行され更新される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 グラフ表示例 図4 水槽比較グラフ表示例 

 

5．まとめ 

 本研究では見える化システムの基礎となる部分を構築

した。現状認識している課題に加え、今後稼働していく

中で利用者から多くの要望が出てくると予想されるので、

適宜更新していく予定である。 

 

6．今後の課題 

 今後の課題は、既存システムの統合である。現在稼働

しているシステムの一つには、常に水温を取得している

ものがある。このシステムと統合することで、手動での

入力項目を減らし、さらにWEBページへリアルタイムで

の反映が可能であると考えている。 

「陸上アワビ養殖見える化システム」 
愛知工科大学 
工学部 情報メディア学科 4 年 
佐藤拓也 
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